
事業費計  （A）

成
果

課
題

合併前は、休日に診療を輪番制で対応していたが合併後は曽於医師会と委託契約を締結し実施している。

曽於医師会員　32医療機関（内訳　令和４年度　志布志市15、曽於市13、大崎町４）

市民の休日急病患者の医療確保
令和４年度実績　外来受診者数　4,020人（志布志市1,815人、曽於市2,035人、大崎町170人）

医師の高齢化、後継者不足により、当番医の日程確保が難しくなっている。

効率化

改
革
改
善
案

廃止終了拡充 〇 現状維持 改善

開
始
経
緯

必
要
性

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　休日に医療機関に受診できる体制ができており、市民の安
心につながっている。

実
施
状
況

効
率
性
評
価

事
業
内
容

医療の確保により市民の安心に資する。

２市１町の委託等を受けた医療機関が、日曜祝祭日に当番制により初期緊急医療を確保する。

1,481 1,481

事
業
目
的

千円 1,459 1,461 1,458 1,481

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

曽於医師会との連携により、休日の医師確保ができている。
救急医療の対応には、医師、看護師等の常駐が必要であり、
人件費の削減はできない。

1,341 1,341 1,341

0.025 0.025 0.0250.025 0.025 0.025

140 140 140

(計画・予算)

20 20

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

休日急病患者の医療確保により、市民の健康、生命が守られ
ている。

1

1

- - -

(4)評価 所管課による評価

イ

5年度

(実績・決算) (実績・決算) (計画・予算)

対象
休日等に発熱、けが等により診
療を必要とする不特定の市民

1 1 1

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標)(目標)

3年度

(計画・予算)

1,341 1,341

国県支出金 千円

1,341 有
効
性
評
価

事業期間

(2)事業概要

年度～

年度（ 年間）

6年度 7年度

1,319

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト

(A)　＋　(B)

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人件費概算  (B)

(1) 総事業費の推移 単位
2年度

(実績・決算)

一般財源 千円

4年度

その他特定財源 千円

（ 施 策 ） 3 緊急医療体制の確保 成果指標（成果・効果）

（ 基 本 目 標 ） 4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

3,300 3,300

総
合
戦
略

％

単位
(目標) (目標) (目標)

ア
緊急医療に充実に対する
満足度

二次救急医療機関数

34

3,300 3,300生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 委託料 イ 外来受診者数（前年度） 人
3,300 3,500

1,480 3,660 4,020

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 34 34 341 1
ア

当番医・医療機関数（曽
於医師会）

機関

（ 個 別 目 標 ） 1

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

34 34 34

34

担当係事務事業名 在宅当番医制事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

1,321 1,318

千円 1,319 1,321 1,318

所要人員（年間）

千円 140 140 140

人



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

重症救急患者や産科等に対応する救急医療体制を確保するため、広域による医療体制の確保が必要となった。

実
施
状
況

⑴　曽於医師会夜間急病センター負担金　　　　　　　　夜間　365日（午後７時から午後11時まで）
⑵　都城北諸県郡救急医療施設等事業費負担金　　　　　休日　73日、夜間　365日
⑶　大隅広域夜間急病センター負担金　　　　　　　　　夜間　365日（午後７時から翌日午前７時まで）
⑷　二次救急医療体制整備事業　大隅地域対象医療機関９か所　志布志市　びろうの樹脳神経外科

成
果

⑴　曽於医師会夜間急病センター負担金　　　　患者数　　 398人（うち志布志市256人）
⑵　都城北諸県郡救急医療施設等事業費負担金　患者数  22,326人（うち志布志市118人）入院　538人（うち志布志市10人）
⑶　大隅広域夜間急病センター負担金　　　　　患者数　 6,714人（うち志布志市263人）
⑷　二次救急医療体制整備事業　　　　　　　　救急搬送数7,248人（うち志布志市904人）　　Ｒ４年度実績

改
革
改
善
案課

題
市民が適正に医療受診ができるよう周知・啓発を行っていく。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

医療機関に受診できる体制ができており、市民の安心につな
がっている。

33,494 30,430 32,137 32,137 32,137

(2)事業概要

事
業
目
的

医療の確保により市民の安心に資する。

事
業
内
容

曽於医師会夜間急病センター、大隅広域夜間急病センター、都城救急医療センターにおける救急医療事業運営支援のため、利用者負担に
し、救急医療の確保を行う。（初期救急医療：外来診療によって救急患者に対応する。二次救急医療：入院治療を必要とする重症救急患者
に対応する。）
　大隅地区の重症患者の医療確保のため、私的二次救急医療機関及び公的病院等の救急搬送受入れ数に応じ負担金を支払い重症救急医療の
確保を行う

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 25,495

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

医療機関との連携により、休日の医師確保ができている。
救急医療の対応には、医師、看護師等の常駐が必要であり、
人件費の削減はできない。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

広域の医療機関にある重症救急患者や専科の医療確保がで
き、市民の健康、生命が守られている。

効率化 廃止終了

31,857

0.050

千円 280 280 280 280 280

31,857

所要人員（年間） 人 0.050 0.050 0.050 0.050 0.050

千円 25,215 33,214 30,150

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 1,898 7,325 7,812 7,812 7,812

千円 25,215 31,316 22,825 24,045 24,045 24,045

国県支出金 千円

(4)評価

280

31,857

1 1

-

1 1 1

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

20 20

（ 施 策 ） 3 緊急医療体制の確保 成果指標（成果・効果）

- - -
夜間等に発熱、けが等により診

療を必要とする市民
（ 基 本 目 標 ） 総

合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

1

ア
緊急医療に充実に対する
満足度

％

イ 二次救急医療機関数
1

1,541
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 700 1,400 1,6001 1
ア 救急患者数 人

（ 個 別 目 標 ） 1
生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 負担金、補助及び交付金

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

1,600 1,600 1,600

499

担当係事務事業名 救急医療体制事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

1,305



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

救急患者の受入れ拒否など、社会的に問題になり、救急医療体制の確保の必要が出てきた。

実
施
状
況

休日70日、夜間365日（R４年度実績）

成
果

Ｒ４年度実績　患者数　1,017人（うち志布志市494人）
　⑴　搬送方法　　　救急車307人、直接外来710人
　⑵　診療科別　　　内科178人、小児科１人、外科466人、整形外科369人、泌尿器科３人

　⑶　入院・外来別　入院381人、外来636人

改
革
改
善
案課

題
市民が医療受診ができるよう周知・啓発を行っていく。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

複数の診療科の医師がいる医療機関が受診できる体制ができ
ており、市民の安心に繋がっている。

14,627 14,290 14,290 14,290 14,290

(2)事業概要

事
業
目
的

過疎地域医療の確保により市民の安心安全に資する。

事
業
内
容

休日、夜間における入院治療を必要とする重症救急患者の医療を確保するため、医師会立病院等共同利用型病
院に対して、その運営費を補助する。  ※共同利用型方式…医師会立病院等が休日、夜間に病院の一部を開放
し、地域の医師会の協力により二次救急医療体制を確保する。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 14,543

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

少子高齢化社会の中、今後、救急医療は更に重要になってい
く。曽於医会立病院に複数の専門科があり、医師の確保がで
きる。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

急病患者の医療確保ができており、市民の健康、生命が守ら
れている。

効率化 廃止終了

14,150

0.025

千円 140 140 140 140 140

9,585 9,658 9,433 9,262 9,262

14,150

所要人員（年間） 人 0.025 0.025 0.025 0.025 0.025

千円 14,403 14,487 14,150

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 4,818 4,829 4,717 4,888 4,888 4,888

国県支出金 千円

(4)評価

9,262

140

14,150

1 1

-

1 1 1

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

20 20

（ 施 策 ） 3 緊急医療体制の確保 成果指標（成果・効果）

- - -
日曜祝祭日及び夜間における手
術・入院を必要とする市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

1

ア
緊急医療に充実に対する
満足度

％

イ 二次救急医療機関数
1

494
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 450 450 4501 1
ア 救急患者数 人

（ 個 別 目 標 ） 1
生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 負担金

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

500 500 500

377

担当係事務事業名 共同利用型救急医療施設運営事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

467



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

合併前から健康増進法により、実施している。腹部超音波検診については、住民の健康増進として実施。前立
腺がん検診、肺がんＣＴ検診については、特定健診の受診率向上も含め、合併後に開始した。

実
施
状
況

がん検診については、集団健診として実施しているが、子宮がん・乳がん検診のみ、対象年齢を定め、医療機
関での個別検診を実施している。歯周疾患検診においては、市内歯科医院と委託契約を締結し、検診を実施し
ている。

成
果

【疾病発見数Ｒ３年度追跡結果　Ｒ４年度地域保健報告より】
胃がん１人、大腸がん1人、前立腺がん２人、肺がん２人、乳がん１人、がん疑い６人、がん以外の疾患268人
検診の結果、上記のような疾患が発見され、医療機関への受診勧奨を行った。

改
革
改
善
案課

題
国の示すがん検診受診率の目標は、30％となっているが、本市のがん検診受診率は平均13％と低く、目標達成
は厳しい状況である。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

国の示す30％を目指し、受診率向上のため、予約制や個別検
診の拡大など、新たな方法を取り入れ、受診率向上を目指し
ていく必要がある。

58,249 63,003 66,656 66,670 66,670

(2)事業概要

事
業
目
的

健康増進法に基づき心身の健康を保持するため、がん検診等健康診査を実施する。

事
業
内
容

胃がん検診（30歳以上）、肺がん検診（40歳以上）、肺がんＣＴ検診（50歳以上）、大腸がん検診（30歳以
上）、子宮がん検診(20歳以上）、乳がん検診（40歳以上）、前立腺がん検診(40歳以上）、腹部超音波検診(30
歳以上）、骨粗鬆症検診（30歳以上）、肝炎ウイルス検査（40歳以上）、歯周疾患検診（40・50・60・70歳）
生活習慣の改善やがんの早期発見につなげる。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 62,460

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

肺がん検診をレントゲンとＣＴの２種類で実施しているが、
肺がんになる可能性の高い対象者に絞るなど、費用対効果の
観点からＣＴ検査の実施について見直しが必要であったた
め、令和５年度は年齢を50歳以上に引き上げた。今後、検討
していく必要がある。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

がん等の疾病の早期予防・早期発見ができ、健康づくりの政
策体系と結びついており、継続実施が必要である。

効率化 廃止終了

59,670

1.250

千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

98 610 1,365 1,519 1,520

59,670

所要人員（年間） 人 1.250 1.250 1.250 1.250 1.250

千円 55,460 51,249 56,003

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 7,387 8,270 8,638 10,248 10,250 10,250

千円 47,975 42,369 46,000 47,889 47,900 47,900

国県支出金 千円

(4)評価

1,520

7,000

59,656

11.36 12.9

30

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

11.1

30 30

（ 施 策 ） 1 特定健診・がん検診の受診率の向上 成果指標（成果・効果）

30 30 30
20歳以上の市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

ア がん検診受診率（平均） ％

イ

11,415
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 25,000 25,000 25,0001 5
ア

がん検診受診者数
（胃・大腸・肺・子宮・乳・
前）

人

（ 個 別 目 標 ） 1
生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 委託料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

26,000 26,000 26,000

10,830

担当係事務事業名 健康診査事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

9,873



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　新型コロナウイルス感染症流行下において、医療機関で適切に診療、検査が受けられる環境を整えるため。

実
施
状
況

令和２年度　14医療機関申請(市内21医療機関）
令和３年度　13医療機関申請(市内20医療機関）
令和４年度　13医療機関申請(市内20医療機関）

成
果

　一般診療と分けて発熱外来で診察できることで、感染症を予防し、適切に診療、検査を行うことができる。
 13医療機関に補助金を交付。 改

革
改
善
案

新型コロナウイルス感染症の終息後は、事業廃止
課
題

　医療機関の負担が大きくなりつつある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　一般診療と分けて発熱外来で診察できることで、感染症を
予防し、適切に診療、検査を行うことができる。

6,775 7,337 0 0 0

(2)事業概要

事
業
目
的

　新型コロナウイルス感染症流行下における市内医療機関において適切に診療、検査を受けられる発熱外来診
療体制確保を支援するため、市内の医療機関に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。

事
業
内
容

　補助対象経費は発熱外来設置に係るもの、感染防止のための医療用消耗品の購入費。
対象経費の３分の２（上限50万円）を交付する

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 6,942

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　一般診療と分けて発熱外来で診察できることで、効率的に
診療、検査が実施できる。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　市民が、医療機関を受診する際に発熱者等と区分すること
で、安心して受診ができる。

効率化 廃止終了

0

千円 1,120 1,120 1,120 0 0

5,655 6,217

0

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200

千円 5,822 5,655 6,217

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 5,822

千円

国県支出金 千円

(4)評価

0

0

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)
（ 施 策 ） 3 緊急医療体制の確保 成果指標（成果・効果）

市内医療機関

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

ア 発熱外来受診者 人

イ

13
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 20 15 151 2
ア 申請医療機関数 箇所

（ 個 別 目 標 ） 1
生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 補助金

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

15

14

担当係事務事業名 発熱外来診療体制整備支援事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

13



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

新型コロナウイルス感染症流行下において、市民等の不安解消及び無症状の陽性者を早期に発見することで、
感染防止を図り、医療機関で適切に診療、検査が受けられる環境を整えるため。

実
施
状
況

R3年12月1日から指定、市内13医療機関、自費PCR検査可能な市外医療機関にて実施開始。

成
果

指定医療機関毎の報告書、各庁舎窓口での申請件数（市外検査者）により評価する。
令和４年度実績　 市内医療機関実施　　40件
　　　　　　　　 市外医療機関実施　　19件

改
革
改
善
案

国や県等の新型コロナウイルス感染症に対する施策等も考慮しながら、実施していくことが必要である
課
題

医療機関の負担が大きくなりつつある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

市民（就職や受験、冠婚葬祭等により市外への往来が必要な
者等を想定）等の不安解消及び無症状の陽性者の早期発見す
ることで、新型コロナウイルス感染症の感染防止を図る。

1,217 1,069 0 0 0

(2)事業概要

事
業
目
的

市民等の不安解消及び無症状の陽性者を早期に発見する。

事
業
内
容

新型コロナウイルス感染症におけるPCR検査を医療機関において、全額負担で受診する市民等に対し、市がPCR検査の費用
を一部助成する。【対象】自費検査のみ①検査日に市内に住所を有する者（住民登録者）②市民が加入する健康保険にお
いて被扶養者である者(本市との往来に限る）【助成額】費用の1/2以内額（ただし1,000円未満切捨て）とし、2万円を上
限とする。【助成回数】制限なし。【実施場所】市内指定医療機関。市外医療機関。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 0

（ 施 策 ） 7 安心暮らし推進プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

検査の結果陽性者と診断された場合は、医療機関は最寄りの
保健所へ報告することとしており、無症状者の早期発見につ
ながる。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

医療機関でのPCR検査等は、行政検査や保険適応でない場合
は高額であり、検査を行うことを躊躇されることことが多
い。様々な事情により検査が必要な方から助成事業を望む声
が多数あったこと、ワクチン接種が進む中、ワクチン接種が
行なえない方に対する対応も必要であり、事業実施は必要で
ある。

効率化 〇 廃止終了

0

千円 0 560 560 0 0

34 509

0

所要人員（年間） 人 0.100 0.100

千円 0 657 509

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 157

千円 466

国県支出金 千円

(4)評価

0

0

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

1

（ 施 策 ） 2 市民の自助共助による健康づくりの推進 成果指標（成果・効果）

1

市民、市民が加入する健康保険
において被扶養になっている者

（学生等）（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

ア 検査結果陽性者数 人

イ

59
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

4
＜保健･医療･福祉＞生き生きと笑顔で暮らせるま
ち

1 4 300 3001 2
ア 検査数（助成者数） 回

（ 個 別 目 標 ） 1
生涯を通じた健康づくりの推進と安心して暮らせ
る緊急医療体制が確保されるまち

主な費目 委託料、扶助費

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

担当係事務事業名 新型コロナウイルス感染PCR検査費用助成事業

担当課 保健課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

保健対策係
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

59


